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議 案 第 ８ 号

（ 総  則 ）

第 １ 条   令和５年度柏原市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（ 業務の予定量 ）

第 ２ 条   業務の予定量は、次のとおりとする。

（ １ ）     整 備 人 口 人

（ ２ ） 　　年 間 有 収 水 量 千㎥

（ ３ ） 　　年 間 下 水 管 布 設 延 長 ｋｍ

（ ４ ） 　　主 要 な 建 設 改 良 事 業 千円

イ　管 渠 整 備 事 業 千円

ロ　ポ ン プ 場 等 整 備 事 業 千円

ハ　浄 化 槽 整 備 事 業 千円

ニ　流 域 下 水 道 建 設 負 担 金 千円

（ 収益的収入及び支出 ）

第 ３ 条   収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　収              　　　入

 第 １ 款 事　業　収　益 千円

第 １ 項 千円

第 ２ 項 千円

令和５年度　　柏原市下水道事業会計予算

６０,１２４

６,１９７

１.１

１,３９４,２７６

５１５,３００

８２６,９３５

１７,６０１

３４,４４０

２,３６７,９００

営 業 収 益 １,６６５,１８７

営 業 外 収 益 ７０２,７１３
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　　　　　支   　　       　    出

 第 １ 款 事　業　費 千円

第 １ 項 千円

第 ２ 項 千円

第 ３ 項 千円

（ 資本的収入及び支出 ）

第 ４ 条   

　２９，１１１千円及び当年度損益勘定留保資金　７８１，７３４千円 で補てんするものとする。）

　　　　　収              　　　入

 第 １ 款 資　本　的　収　入 千円

第 １ 項 千円

第 ２ 項 千円

第 ３ 項 千円

第 ４ 項 千円

第 ５ 項 千円

　　　　　支   　　       　    出

 第 １ 款 資　本　的　支　出 千円

　　第 １ 項 千円

　　第 ２ 項 千円

　　第 ３ 項 千円

２,３１２,７６７

営 業 費 用 ２,０３６,９２７

営 業 外 費 用 ２７４,８４０

予 備 費 １,０００

１,８３６,２４７

企 業 債 ９９９,３００

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（ 資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額

８８４，４３０千円は、消費税及び地方消費税資本的収支調整額 ７３，５８５千円、過年度損益勘定留保資金

出 資 金 ４２０,９６５

国 庫 補 助 金 ３９６,２３７

府 補 助 金 １６７

分 担 金 及 び 負 担 金 １９,５７８

２,７２０,６７７

建 設 改 良 費 １,３９４,２７６

企 業 債 償 還 金 １,３２５,４０１

予 備 費 １,０００



（ 債務負担行為 ）

第 ５ 条   債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

（ 企業債 ）

第 ６ 条   起債の目的、限度額、起債の方法、利率、借入先及び償還の方法は、次のとおりと定める。

限度額 利率 借入先

公共下水道事業 ７１５,０００千円

３３,８００千円

２４６,８００千円

３,７００千円

事      項 期      間 限  度  額

年5.0％
以　 内

政 府
地方公共団体
金 融 機 構
銀 行
そ の 他

４０年(据置期間を含む。)以
内に元利均等又は元金均等
で、年賦又は半年賦で償還す
る。ただし、都合により据置
期間及び償還期限を短縮し、
若しくは繰上償還又は借り換
えすることができる。調整字

柏原市水洗便所改造資金融資あっせんに
伴う金融機関に対する損失補償

融資実行日から償還完了日まで

柏原市水洗便所改造資金融資あっせん規程に
基づき、金融機関が当該融資を行ったことに
より損失が生じた場合、16,000千円の範囲内
でその損失を補償する。

雨水ポンプ場設備更新工事委託

起債の目的

流域下水道事業

資本費平準化債

浄 化 槽 整 備
推  進  事  業

起債の方法

令和6年度 ９２０，０００千円

償還の方法

普通貸借又は証券発行。
ただし、事業の進捗状
況により起債額の全部
又は一部を前借りする
ことができる。体裁調整
字
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（ 一時借入金 ）

第 ７ 条   一時借入金の限度額は、　９００，０００千円と定める。

（ 予定支出の各項の経費の金額の流用 ）

第 ８ 条   予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（ １ ） 営業費用

（ ２ ） 営業外費用

（ 議会の議決を経なければ流用することのできない経費 ）

第 ９ 条   

　金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（ １ ） 職員給与費 千円

（ 他会計からの出資金 ）

第１０条   

　３１９，２５３千円である。

２月１６日提出

   柏 原 市 長　　　　冨  宅  正  浩

令和５年

次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の

地方公営企業法第１８条に基づき資本的支出の一部に充当するため、一般会計からこの会計へ出資を受ける金額は、

２２７,３９３



予算に関する説明書
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予 定 額 備 考

１ 事 業 収 益 ２,３６７,９００

１ 営 業 収 益 １,６６５,１８７

１ 使 用 料 収 益 １,１３４,２９６ 公共下水道使用料、浄化槽使用料

２ 雨 水 処 理 負 担 金 ５３０,６９１ 雨水事業に対する一般会計からの負担金

３ そ の 他 営 業 収 益 ２００ 指定工事店登録手数料

２ 営 業 外 収 益 ７０２,７１３

１ 他 会 計 補 助 金 １３８,９１２ 一般会計からの補助金

２ 長 期 前 受 金 戻 入 ５５７,７１８ 繰延収益戻入分

３ 雑 収 益 ６,０８３ 負担金返還金、その他雑収益

令和５年度　　柏原市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 　 　 　収　　　　　入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位  千円）　

項 目款
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予 定 額 備 考

１ 事 業 費 ２,３１２,７６７

１ 営 業 費 用 ２,０３６,９２７

１ 管 渠 費 ９５,７０８ 管渠等の維持管理に要する費用

２ ポ ン プ 場 費 １０７,６３４ 雨水ポンプ場の運転及び維持管理に要する費用

３ 浄 化 槽 費 ８,５０２ 浄化槽の維持管理に要する費用

流 域 下 水 道
維 持 管 理 費

５ 普 及 指 導 費 １５,４９４ 下水道の普及促進等に要する費用

６ 業 務 費 ３８,６４３ 下水道使用料等の調定収納業務に要する費用

７ 総 係 費 ４８,４６８ 事業活動の全般に関連する費用

８ 減 価 償 却 費 １,２９３,４３９ 固定資産の減価償却費

９ 資 産 減 耗 費 ６,５６１ 固定資産の除却費

款

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 　 　 　支　　　　　出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位  千円）　

項 目

４ 流域下水道の維持管理に係る負担金４２２,４７８



２ 営 業 外 費 用 ２７４,８４０

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

３ 雑 支 出 その他営業外の費用

３ 予 備 費 １,０００

１ 予 備 費 １,０００

２７

１ １９８,４１３ 企業債及び一時借入金の利息

２ ７６,４００ 消費税及び地方消費税納付額
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予 定 額 備 考

１ 資 本 的 収 入 １,８３６,２４７

１ 企 業 債 ９９９,３００

１ 企 業 債 ９９９,３００ 下水道事業及び浄化槽事業に伴う企業債

２ 出 資 金 ４２０,９６５

１ 出 資 金 ４２０,９６５ 一般会計からの出資金

３ 国 庫 補 助 金 ３９６,２３７

１ 国 庫 補 助 金 ３９６,２３７ 下水道整備及び浄化槽整備に伴う国庫補助金

４ 府 補 助 金 １６７

１ 府 補 助 金 １６７ 浄化槽整備に伴う府補助金

５ 分担金及び負担金 １９,５７８

１ 浄 化 槽 分 担 金 ５６８ 浄化槽分担金

２ 受 益 者 負 担 金 ９,０００ 受益者負担金

３ 工 事 負 担 金 １０,０１０ 工事負担金

款

資 本 的 収 入 及 び 支 出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 　 　 　収　　　　　入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位  千円）　

項 目



予 定 額 備 考

１ 資 本 的 支 出 ２,７２０,６７７

１ 建 設 改 良 費 １,３９４,２７６

１ 管 渠 整 備 費 ５１５,３００ 管渠等の整備に要する費用

２ ポンプ場等整備費 ８２６,９３５ 雨水ポンプ場施設等の整備に要する費用

３ 浄 化 槽 整 備 費 １０,６９３ 浄化槽の設置に要する費用

４ 建 設 負 担 金 ３４,４４０ 流域下水道の建設に係る負担金

５ 固 定 資 産 購 入 費 ６,９０８ 浄化槽の購入費用

２ 企 業 債 償 還 金 １,３２５,４０１

１ 企 業 債 償 還 金 １,３２５,４０１ 企業債償還元金

３ 予 備 費 １,０００

１ 予 備 費 １,０００

款

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 　 　 　支　　　　　出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位  千円）　

項 目
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（単位  千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 68,537

減価償却費 1,293,439

貸倒引当金の増減額 605

賞与引当金の増減額 4

退職給付引当金の増減額 4,841

長期前受金戻入額 △ 557,718

支払利息 198,413

固定資産除却費 6,561

業務活動に伴う未収金の増減額 1,795

業務活動に伴う未払金の増減額 △ 103

小計 1,016,374

利息の支払額 △ 198,413

業務活動によるキャッシュ・フロー 817,961

令和５年度　柏原市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）
（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）



２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,443,469

無形固定資産の取得による支出 △ 31,187

国庫補助金等による収入 396,343

受益者負担金等による収入 19,149

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,059,164

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 999,300

建設改良費等の財源に充てるための企業債償還による支出 △ 1,325,401

他会計からの出資による収入 420,965

財務活動によるキャッシュ・フロー 94,864

４　資金増減額 △ 146,339

５　資金期首残高 271,891

６　資金期末残高 125,552
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１．　総　　　括

区   分

本 年 度

前 年 度

比 較

計特別職 給   料

法定福利費
(千円)

23 96,603

給与費明細書

区　　　分
職 員 数 ( 人 ) 給　　　与　　　費　　　(千円)　　 合    計

(千円)

前 年 度

本 年 度 3

一般職 報   酬

3

手   当

95,119 191,745 35,648 227,393
21

(2)

(1)
90 97,601 92,552 190,243 36,047 226,290

23

△ 399 1,103
△ 2

比 較
(1)

△ 67 △ 998 2,567 1,502

手
当
の

内
訳

扶養手当 地域手当 期末手当 勤勉手当
時間外
勤務手当

120 △ 236 △ 2,456 △ 114

管理職
手当

通勤手当 住居手当 児童手当
退職

給付費

4,956 10,723 23,947 19,330 10,000 2,876 2,982 3,275 11,390

4,836 10,959 26,403 19,444 5,800

5,640

8,973

　　２　（　）内には、短時間勤務職員（地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）第二十八条の五第一項に規定する短時間勤務の
　　　　職を占める職員をいう。）及び会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職
　　　　を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員の合計について外書きしている。

(注)１  報酬又は給料をもって支弁される職員で予算の積算の基礎となったものについて記載している。

4,200 △ 2,712 623 630 95

0

2,417

8,352 2,253 2,352 3,180



イ．　会計年度任用職員以外の職員

区   分

本 年 度

前 年 度

比 較

ロ．　会計年度任用職員

区   分

本 年 度

前 年 度

比 較

3

3

区　　　分
職 員 数 ( 人 ) 給　　　与　　　費　　　(千円) 法定福利費

(千円)
合    計
(千円)特別職 一般職 報   酬 給   料 手   当 計

本 年 度 23 93,185 93,827 187,035 34,872 221,907

(注)１　この表は、会計年度任用職員以外の職員で予算の積算の基礎となったものについて記載している。

　　２　（　）内には、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の
        一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書きしている。

前 年 度 90 96,202 91,980 188,272 35,711 223,983

比 較 △ 67 △ 3,017 1,847 △ 1,237 △ 839(0)

10,381 23,195 19,330 10,000

△ 2,076△ 2

4,836

2,678 2,982 3,275 11,390

549 630 95 2,417

2,129 2,352 3,180 8,973

手
当
の
内
訳

扶養手当 地域手当 期末手当 勤勉手当

4,200 △ 2,712120 △ 438 △ 2,900 △ 114

時間外
勤務手当

管理職
手当

8,352

5,640

10,819 26,095 19,444

通勤手当 住居手当 児童手当
退職

給付費

職 員 数 ( 人 ) 給　　　与　　　費　　　(千円) 法定福利費
(千円)

合    計
(千円)特別職

区　　　分
一般職

0 4,710

報   酬 給   料 手   当 計

本 年 度 - 3,418 1,292(2) 0 776 5,486

前 年 度 - 1,399 572 1,9710 0(1) 336 2,307

4400 (1) 0

0

比 較 - 2,019 720 2,739

　　２　（　）内には、短時間勤務職員（地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）第二十八条の五第一項に規定する短時間勤務の
        職を占める職員をいう。）について外書きしている。

3,179

手
当
の
内
訳

地域手当 期末手当
時間外

勤務手当 通勤手当

342 752

(注)１　この表は、会計年度任用職員で予算の積算の基礎となったものについて記載している。

202 444 0 74

198

140 308 0 124

(0)

(0)

21

23

0

5,800

4,956
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２．　給料及び手当の増減額の明細

(単位  千円)

区 分 増減額

　給与改定の状況
給 与 改 定 に 　令和４年度改定率
伴 う 増 加 分 　行政職給料表　　　　　平均０．２％の引き上げ

　給与改定実施時期　　　令和４年４月１日

昇 給 に 伴 う
増 加 分

そ の 他 の
増 減 分

△２,５０８

１,３４０
　平均昇給率　　　　　 　　１．７％
　昇給職員数　　　（昇給期）  （昇給人数）
　　　　　　　　　 　１月　　　  ２１人

給 料 △９９８

増減事由別内訳 説　　明 備　　　　　考

１７０



時間外勤務手当 ４,２００ 　管理職員の範囲の改正
管理職手当 △２,７１２

期末手当 △２,４５６ 　期末手当の支給率の引き下げ
　２．５５→２．４０
　期末手当の支給率
　本年度　  （支給期）
　　　　　　　　６月　期末手当  １．２０
　　　　　　　１２月　期末手当  １．２０
　　　　　　　　　　　　計  ２．４０
　前年度  　（支給期）
　　　　　　　　６月　期末手当  １．２７５

制 度 改 正 に 　　　　　　　１２月　期末手当  １．２７５
伴 う 増 減 分 　　　　　　　　　　　　計  ２．５５

勤勉手当 △１１４ 　勤勉手当の支給率の引き上げ
　１．９０→２．００
　勤勉手当の支給率
　本年度　  （支給期）
　　　　　　　　６月　勤勉手当  １．００
　　　　　　　１２月　勤勉手当  １．００
　　　　　　　　　　　　計  ２．００
　前年度  　（支給期）
　　　　　　　　６月　勤勉手当  ０．９５
　　　　　　　１２月　勤勉手当  ０．９５
　　　　　　　　　　　　計  １．９０

扶養手当 １２０
地域手当 △２３６
通勤手当 ６２３
住居手当 ６３０
児童手当 ９５
退職給付費 ２,４１７

（支給率）

（支給率）

△１,０８２

手 当 ２,５６７

そ の 他 の
増 減 分

３,６４９

（支給率）

（支給率）
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３．　給料及び手当の状況

（１）職員１人当たりの給与

（２）初  任  給

一 般 行 政 職

１５８,９００円

１９１,７００円

事 務 ・ 技 術 職

１５８,９００円

１９１,７００円

区　　　　　分

高　　校　　卒

大　　学　　卒

平 均 年 齢 ４０.４歳

一 般 会 計 の 制 度

平 均 年 齢 ４１.３歳

令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在

平 均 給 料 月 額 ３１９,１２４円

平 均 給 与 月 額 ４１６,３３８円

区　　　　　　　　分 事 務 ・ 技 術 職

令 和 ５ 年 １ 月 １ 日 現 在

平 均 給 料 月 額 ３２６,２０５円

平 均 給 与 月 額 ４３０,５７１円



（３）等級別職員数

等　　級 職員数(人) 構成比(％)

特 １ 等 級 １ ４.７

特 ２ 等 級 ０ ０

１ 等 級 １ ４.７

２ 等 級 ６ ２８.６

３ 等 級 ６ ２８.６

４ 等 級 ６ ２８.６

５ 等 級 １ ４.８

６ 等 級 ０ ０

計 ２１ １００.０

特 １ 等 級 ０ ０

特 ２ 等 級 １ ４.８

１ 等 級 １ ４.８

２ 等 級 ６ ２８.５

３ 等 級 ５ ２３.８

４ 等 級 ７ ３３.３

５ 等 級 １ ４.８

６ 等 級 ０ ０

計 ２１ １００.０

６ 等 級 主　　 　事

係 長・主 任３ 等 級

４ 等 級 主　　 　務

５ 等 級 主　　 　事
令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在

特２等級 次　　　 長

令 和 ５ 年 １ 月 １ 日 現 在
１ 等 級 課　　　 長

２ 等 級 課 長 補 佐

区　　　　分
事 務 ・ 技 術 職

区　　分 事務・技術職

特１等級 部　　　 長
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（４）期末手当・勤勉手当

支 給 率 計
（月分）

(２.３０)
４.４０

(２.３５)
４.４５

一般会計の制度 同　じ

（５）その他の手当

区　　分
支 給 期 別 支 給 率 職制上の段階、職務の

備    考
６月（月分） １２月（月分） 等級による加算措置

本 年 度
(１.１５０) (１.１５０) ( )内は、再任用職員の
２.２００ ２.２００  支給率

有

前 年 度
(１.１７５) (１.１７５) ( )内は、再任用職員の
２.２２５ ２.２２５  支給率

有

同　じ 同　じ 同　じ

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

同　　　　じ

同　　　　じ

同　　　　じ

同　　　　じ

住 居 手 当

通 勤 手 当

区 分

扶 養 手 当

地 域 手 当



（単位  千円）

限 度 額

期 間 金 額 期 間 金 額

令和3年度から
令和4年度まで

令和5年度から
令和6年度まで

令和5年度から
令和7年度まで

令和2年度から 令和5年度から
令和4年度まで 令和7年度まで

令和5年度から
令和10年度まで

令和5年度から
令和7年度まで

令和5年度から
令和12年度まで

令和5年度から
令和7年度まで

企業債等
雨水ポンプ場設備更新工事
委託

920,000 ― ― 令和6年度 920,000

債務負担行為に関する調書

事　　　項

前 年 度 末 ま で の 支 払 当 該 年 度 以 降 の 支 払

左の財源内訳義 務 発 生 見 込 額 義 務 発 生 予 定 額

柏原市水洗便所改造資金融
資あっせんに伴う金融機関
に対する損失補償

16,000 0 令和5年度
貸付残高とそれに
付帯する利子所要額 営業収益等

16,000 令和4年度 0
貸付残高とそれに
付帯する利子所要額 営業収益等

16,000 ― ―
貸付残高とそれに
付帯する利子所要額 営業収益等

国分第2雨水ポンプ場ほか
運転管理等業務

293,700 142,120 108,680 営業収益等

国分市場第2雨水ポンプ場
新設事業用地取得費

国分市場第2雨水ポ
ンプ場新設事業予定
区域内の用地先行取
得に要する額及びこ
れに付帯する事務費
及び利子所要額

令和元年度から
0 限度額に同じ 未定

令和4年度まで

浄化槽の維持管理に係る汚
泥清掃経費

事業執行に
要する経費

― ― 限度額に同じ 営業収益等

浄化槽の設置及び管理に係
る経費

事業執行に
要する経費

令和4年度 0 限度額に同じ 営業収益・企業債等

柏原市下水道施設包括的
管理業務委託

事業執行に
要する経費

令和4年度 0 限度額に同じ 営業収益等

企業債等
雨水ポンプ場設備更新工事
委託

500,000 ― ― 令和5年度 410,000
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（単位  千円）

１

(１) 1,036,417

(２) 488,192

(３) 2,280 1,526,889

２

(１) 55,873

(２) 110,504

(３) 6,651

(４) 330,663

(５) 11,268

(６) 32,847

(７) 39,629

(８) 1,264,705

(９) 7,779 1,859,919

333,030

令和４年度　柏原市下水道事業予定損益計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 損 失

流域下水道維持管理費

普 及 指 導 費

使 用 料 収 益

雨 水 処 理 負 担 金

そ の 他 営 業 収 益

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

浄 化 槽 費

資 産 減 耗 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費



３

(１) 0

(２) 70,976

(３) 554,957

(４) 16,148 642,081

４

(１) 204,554

(２) 14,946 219,500 422,581

89,551

当　年　度　純　利　益 89,551

473,032

562,583

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 ○

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

当年度未処分 利益 剰余 金 ○

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金

雑 支 出

支払利息及び企業債取扱諸費
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（単位  千円）

１

(１) 有形固定資産

イ 1,186,892

ロ 311,168

△ 108,266 202,902

ハ 37,242,184

△ 8,652,760 28,589,424

ニ 2,617,054

△ 988,270 1,628,784

ホ 3,889

△ 702 3,187

ヘ 1,027

△ 169 858

ト 213,198

31,825,245

工 具 器 具 及 び 備 品

減価償却累計額

減価償却累計額

有 形 固 定 資 産 合 計

土 地

建 物

減価償却累計額

建 設 仮 勘 定

（令和５年３月３１日）

資  　産 　 の　  部

固 定 資 産

車 両 及 び 運 搬 具

構 築 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

令和４年度　柏原市下水道事業予定貸借対照表



(２) 無形固定資産

イ 2,676,128

ロ 1,882

2,678,010

34,503,255

２

(１) 現金預金 271,891

(２) 未収金 213,033

貸倒引当金 △ 276 212,757

484,648

34,987,903

電 話 加 入 権

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

施 設 利 用 権
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３

(１) 企業債

イ
13,779,439

13,779,439

(２) 引当金

イ 55,200

55,200

13,834,639

４

(１) 一時借入金 0

(２) 企業債

イ
1,325,401

1,325,401

(３) 未払金 380,918

(４) 引当金

イ 16,963

16,963

(５) 預り金 2,456

1,725,738

建設改良等の財 源に
充てるための企 業債

流 動 負 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

負 　 債　  の 　 部

退 職 給 付 引 当 金

建設改良等の財 源に
充てるための企 業債

企 業 債 合 計

固 定 負 債

引 当 金 合 計

企 業 債 合 計

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計



５

(１) 長 期 前 受 金 19,174,348

収益化累計額 △ 4,694,199

14,480,149

30,040,526

６ 3,810,778

７

(１) 資本剰余金

イ 573,295

ロ 721

574,016

(２) 利益剰余金

イ 562,583

562,583

1,136,599

4,947,377

34,987,903

繰 延 収 益

繰 延 収 益 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

負 債 合 計

資 　 本 　 の  　部

資 本 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

剰 余 金

国 庫 補 助 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計
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（単位  千円）

１

(１) 有形固定資産

イ 1,186,892

ロ 453,808

△ 114,632 339,176

ハ 37,864,652

△ 9,654,405 28,210,247

ニ 2,972,852

△ 1,113,656 1,859,196

ホ 3,889

△ 1,411 2,478

ヘ 1,027

△ 258 769

ト 398,245

31,997,003

工 具 器 具 及 び 備 品

減価償却累計額

有 形 固 定 資 産 合 計

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

建 設 仮 勘 定

令和５年度　柏原市下水道事業予定貸借対照表
（令和６年３月３１日）

資  　産 　 の　  部

固 定 資 産

土 地

減価償却累計額

建 物

車 両 及 び 運 搬 具

減価償却累計額

構 築 物

減価償却累計額



(２) 無形固定資産

イ 2,560,347

ロ 1,882

2,562,229

34,559,232

２

(１) 現金預金 125,552

(２) 未収金 210,818

貸倒引当金 △ 881 209,937

335,489

34,894,721

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計
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３

(１) 企業債

イ
13,266,540

13,266,540

(２) 引当金

イ 66,590

66,590

13,333,130

４

(１) 一時借入金 0

(２) 企業債

イ
1,512,199

1,512,199

(３) 未払金 220,363

(４) 引当金

イ 16,969

16,969

(５) 預り金 2,456

1,751,987

建設改良等の財 源に
充てるための企 業債

負  　債  　の 　 部

固 定 負 債

企 業 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

流 動 負 債 合 計

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

建設改良等の財 源に
充てるための企 業債

企 業 債 合 計

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計



５

(１) 長 期 前 受 金 19,598,518

収益化累計額 △ 5,225,793

14,372,725

29,457,842

６ 4,231,743

７

(１) 資本剰余金

イ 573,295

ロ 721

574,016

(２) 利益剰余金

イ 631,120

631,120

1,205,136

5,436,879

34,894,721

当年度未処分利益剰余金

剰 余 金 合 計

資 　 本　  の　  部

資 本 金

剰 余 金

繰 延 収 益

資 本 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

負 債 資 本 合 計

国 庫 補 助 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計
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参 考 資 料
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節 予   定   額

１ 事 業 収 益 2,367,900

１ 営 業 収 益 1,665,187

１ 使 用 料 収 益 1,134,296

公共下水道使用料 1,131,867 公共下水道使用料 1,131,867

浄 化 槽 使 用 料 2,429 浄化槽使用料 2,429

２ 雨水処理負担金 530,691

雨 水 処 理 負 担 金 530,691 雨水処理負担金 530,691

３ その他営業収益 200

指定工事店登録手数料 200

２ 営 業 外 収 益 702,713

１ 他 会 計 補 助 金 138,912

他 会 計 補 助 金 138,912 他会計補助金 138,912

２ 長期前受金戻入 557,718

有 形 固 定 資 産
長 期 前 受 金 戻 入

無 形 固 定 資 産
長 期 前 受 金 戻 入

目

18,25718,257

539,461

200

無形固定資産長期前受金戻入

令和５年度　　柏原市下水道事業会計予算説明書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　 　 　　　 　収  　　 　　　入　　　　　　　　　　　　　　　　　      （単位  千円）

説 明

539,461

款 項

手 数 料

有形固定資産長期前受金戻入
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節 予   定   額

３ 雑 収 益 6,083

延 滞 金 10 延滞金 10

下水道敷占用料 46

流域下水道負担金返還金 4,775

下水道台帳複写代等 1,252

款 項 目

そ の 他 雑 収 益 6,073

説 明



節 予   定   額

１ 事 業 費 2,312,767

  １ 営 業 費 用 2,036,927

１ 管 渠 費 95,708

給 料 10,306 職員(３人) 10,306

扶養手当 360

地域手当 1,067

期末手当 1,823

勤勉手当 1,206

時間外勤務手当 2,040

通勤手当 392

住居手当 336

児童手当 420

賞与引当金繰入額 1,591 賞与引当金繰入額 1,591

共済組合負担金 2,984

公務災害補償基金負担金 12

会計年度任用職員共済組合負担金 127

会計年度任用職員社会保険料負担金 261

旅 費 11 普通旅費 11

被 服 費 56 被服交換貸与分 56

備品 100

消耗品 250

説 明

手 当 等

款 項 目

7,644

3,384

350備 消 品 費

法 定 福 利 費

　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　 　 　　　 　支  　　 　　　出　　　　　　　　　　　　　　　　　      （単位  千円）
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節 予   定   額 説 明款 項 目

車両用燃料 90

発電機用燃料 18

電気料金 191

水道料金 9

印 刷 製 本 費 132 図面印刷等 132

電話料金 39

回線使用料 753

郵送料等 15

     施設管理業務委託料 150

下水道台帳更新業務等委託料 11,484

軌道敷占用料 290

緊急用車両等借上料 589

下水道施設等修繕 22,511

車両修繕 28

路 面 復 旧 費 2,180 管渠等補修跡路面復旧 2,180

動 力 費 3,349 マンホールポンプ電気料金 3,349

材 料 費 1,985 補修用材料 1,985

工 事 費 2,269 管渠等浚渫清掃工事 2,269

研 修 費 20 職員研修費 20

賃 借 料 879

通 信 運 搬 費 807

光 熱 水 費 200

委 託 料 37,898
下水道施設維持管理業務委託料
(包括的委託)

26,264

燃 料 費 108

修 繕 費 22,539



節 予   定   額 説 明款 項 目

２ ポ ン プ 場 費 107,634

給 料 8,597 職員(２人) 8,597

扶養手当 636

地域手当 979

期末手当 1,447

勤勉手当 1,206

時間外勤務手当 840

管理職手当 552

通勤手当 182

住居手当 336

児童手当 145

賞与引当金繰入額 1,591 賞与引当金繰入額 1,591

共済組合負担金 2,984

公務災害補償基金負担金 24

旅 費 15 普通旅費 15

被 服 費 39 被服交換貸与分 39

消耗品 215

車両用燃料 70

重油 1,020

電気料金 141

ガス料金 126

水道料金 116

公共下水道使用料 117

電話料金 203

回線使用料 354

備 消 品 費 215

557

6,323手 当 等

法 定 福 利 費 3,008

通 信 運 搬 費

光 熱 水 費 500

燃 料 費 1,090
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節 予   定   額 説 明款 項 目

保守点検業務委託料 10,255

施設管理業務委託料 51,710

車両定期検査手数料 2

事業系一般廃棄物処理手数料 27

賃 借 料 348 土地借上料 348

下水道施設等修繕 5,890

車両修繕 108

動 力 費 17,272 ポンプ施設電気料金 17,272

研 修 費 54 職員研修費 54

保 険 料 24 自賠責保険料 24

公 租 公 課 費 9 自動車重量税 9

３ 浄 化 槽 費 8,502

報 酬 23 浄化槽整備推進事業審議会委員報酬 23

保守点検業務委託料 2,907

浄化槽清掃業務委託料 4,562

修 繕 費 556 浄化槽施設等修繕 556

材 料 費 260 補修用材料 260

補 助 交 付 金 14 水洗便所改造資金融資あっせん利子補給 14

負 担 金 142 浄化槽使用料徴収負担金 142

保 険 料 37 全国市有物件災害共済会保険料等 37

水洗便所改造資金融資あっせん
損失補償に伴う代位弁済金

1

委 託 料 7,469

補 償 費

手 数 料 29

修 繕 費 5,998

1

委 託 料 61,965



節 予   定   額 説 明款 項 目

４ 流 域 下 水 道 422,478

維 持 管 理 費 負 担 金 422,478 流域下水道維持管理負担金 422,478

５ 普 及 指 導 費 15,494

給 料 5,824 職員(２人) 5,824

扶養手当 198

地域手当 603

期末手当 1,092

勤勉手当 597

時間外勤務手当 710

通勤手当 153

住居手当 294

児童手当 120

賞与引当金繰入額 788 賞与引当金繰入額 788

共済組合負担金 1,396

公務災害補償基金負担金 12

会計年度任用職員共済組合負担金 127

会計年度任用職員社会保険料負担金 261

旅 費 16 普通旅費 16

被 服 費 39 被服交換貸与分 39

消耗品 197

印 刷 製 本 費 71 排水設備関係等諸用紙印刷費 71

通 信 運 搬 費 188 郵送料等 188

委 託 料 1,742 水質分析業務委託料 1,742

法 定 福 利 費

3,767

1,796

備 消 品 費 197

手 当 等
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節 予   定   額 説 明款 項 目

水洗便所改造助成金 790

生活扶助世帯水洗便所設置補助金 261

水洗便所改造資金融資あっせん利子補給 14

６ 業 務 費 38,643

給 料 4,538 職員(１人) 4,538

扶養手当 420

地域手当 551

期末手当 793

勤勉手当 661

管理職手当 552

通勤手当 24

住居手当 336

児童手当 250

賞与引当金繰入額 872 賞与引当金繰入額 872

共済組合負担金 1,577

公務災害補償基金負担金 14

報 償 費 1,197 納期前納付報奨金 1,197

旅 費 9 普通旅費 9

被 服 費 28 被服交換貸与分 28

備 消 品 費 17 消耗品 17

印 刷 製 本 費 21 図面印刷等 21

通 信 運 搬 費 118 郵送料等 118

手 数 料 1 金融機関照会手数料 1

補 助 交 付 金

補 償 費

1,065

法 定 福 利 費 1,591

手 当 等

水洗便所改造資金融資あっせん
損失補償に伴う代位弁済金

11

3,587



節 予   定   額 説 明款 項 目

下水道使用料徴収負担金 26,491

受益者負担金電算業務負担金 140

研 修 費 33 職員研修費 33

７ 総 係 費 48,468

給 料 16,014 職員(４人) 16,014

扶養手当 714

地域手当 1,728

期末手当 2,546

勤勉手当 2,121

時間外勤務手当 2,510

管理職手当 552

通勤手当 667

住居手当 336

児童手当 720

賞与引当金繰入額 2,778 賞与引当金繰入額 2,778

共済組合負担金 5,227

公務災害補償基金負担金 38

退 職 給 付 費 4,841 退職給付費 4,841

普通旅費 36

特別旅費 31

被 服 費 84 被服交換貸与分及び異動職員分 84

備品 27

消耗品 337

印 刷 製 本 費 276 予算書・決算書等印刷製本費 276

通 信 運 搬 費 23 郵送料等 23

364備 消 品 費

負 担 金 26,631

旅 費 67

法 定 福 利 費 5,265

手 当 等 11,894
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節 予   定   額 説 明款 項 目

健康診断委託料 204

賃 借 料 1,400 複写機使用料 1,400

修 繕 費 100 器具・備品修繕 100

日本下水道協会負担金 194

大阪府下水道協会負担金 16

大阪府下水道事業促進協議会負担金 20

負 担 金 3,353 他会計負担金 3,353

職 員 厚 生 費 60 職員福利厚生費 60

研 修 費 50 職員研修費 50

全国市有物件災害共済会保険料 305

日本下水道協会賠償責任保険料 179

貸倒引当金繰入額 881 貸倒引当金繰入額 881

雑 費 100 雑費 100

８ 減 価 償 却 費 1,293,439

建物 10,144

構築物 1,001,645

機械及び装置 133,761

車両及び運搬具 709

工具器具及び備品 89

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

９ 資 産 減 耗 費 6,561

固 定 資 産 除 却 費 6,561 固定資産除却費 6,561

1,146,348

会 費 負 担 金

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

保 険 料 484

施設利用権 147,091

230

147,091

委 託 料 204



節 予   定   額 説 明款 項 目

２ 営 業 外 費 用 274,840

１ 支 払 利 息 及 び 198,413

企業債取扱諸費 企 業 債 利 息 198,323 企業債利息 198,323

一 時 借 入 金 利 息 90 一時借入金利息 90

２ 消 費 税 及 び 76,400

地 方 消 費 税
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

３ 雑    支    出 27

そ の 他 雑 支 出 27

３ 予 備 費 1,000

１ 予 備 費 1,000

予 備 費 1,000

消費税及び地方消費税納付額 76,40076,400
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節 予   定   額

１ 資 本 的 収 入 1,836,247

１ 企 業 債 999,300

１ 企 業 債 999,300

公共下水道事業債 715,000

流域下水道事業債 33,800

資本費平準化債 246,800

浄化槽整備推進事業債 3,700

２ 出 資 金 420,965

１ 出 資 金 420,965

出 資 金 420,965 一般会計出資金 420,965

３ 国 庫 補 助 金 396,237

１ 国 庫 補 助 金 396,237

下 水 道 費 下水道防災事業費補助金 337,000

国 庫 補 助 金 社会資本整備総合交付金 57,000

浄 化 槽 費
国 庫 補 助 金

４ 府 補 助 金 167

１ 府 補 助 金 167

浄化槽費府補助金 167 大阪府浄化槽整備事業費府費補助金 167

目項款

資 本 的 収 入 及 び 支 出

　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　 　 　　　 　収  　　 　　　入　　　　　　　　　　　　　　　　　      （単位  千円）

説 明

企 業 債 999,300

2,237

394,000

循環型社会形成推進交付金 2,237



節 予   定   額

５ 分 担 金 及 び 19,578

負 担 金 １ 浄 化 槽 分 担 金 568

浄 化 槽 分 担 金 568 浄化槽分担金 568

２ 受 益 者 負 担 金 9,000

受 益 者 負 担 金 9,000 受益者負担金 9,000

３ 工 事 負 担 金 10,010

工 事 負 担 金 10,010 工事負担金 10,010

款 項 目 説 明
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節 予   定   額

１ 資 本 的 支 出 2,720,677

１ 建 設 改 良 費 1,394,276

１ 管 渠 整 備 費 515,300

給 料 37,865 職員(８人) 37,865

扶養手当 1,590

地域手当 4,289

期末手当 6,210

勤勉手当 5,175

時間外勤務手当 1,780

管理職手当 3,432

通勤手当 1,227

住居手当 672

児童手当 1,080

賞与引当金繰入額 6,815 賞与引当金繰入額 6,815

共済組合負担金 12,860

公務災害補償基金負担金 99

退 職 給 付 費 6,303 退職給付費 6,303

旅 費 50 普通旅費 50

被 服 費 124 被服交換貸与分 124

消耗品 469

項

備 消 品 費

目 説 明

469

手 当 等 25,455

法 定 福 利 費 12,959

　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　 　 　　　 　支  　　 　　　出　　　　　　　　　　　　　　　　　      （単位  千円）

款



節 予   定   額項 目 説 明款

燃 料 費 110 車両用燃料 110

印 刷 製 本 費 339 図面印刷等 339

家屋調査等業務委託料 24,360

管渠地下埋設物調査業務委託料 8,720

管渠測量設計業務委託料 25,070

車両定期検査手数料 2

駐車場借上料 700

積算システム賃借料 3,561

修 繕 費 108 車両等修繕 108

地下埋設物移設補償 52,441

物件補償 3,000

汚水管渠築造工事 249,700

公共汚水桝設置工事 9,000

路面復旧工事 643

マンホールポンプ等改良工事 5,100

職 員 厚 生 費 60 職員福利厚生費 60

研 修 費 58 職員研修費 58

保 険 料 24 自賠責保険料 24

公 租 公 課 費 7 自動車重量税 7

手 数 料

賃 借 料

補 償 費

工 事 費

98,509委 託 料

4,261

266,341

55,441

スクリーニング調査等業務委託料
(包括的委託)

1,898路面復旧工事(包括的委託)

2

40,359
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節 予   定   額項 目 説 明款

２ ポ ン プ 場 等 826,935

整 備 費 給 料 9,285 職員(２人) 9,285

扶養手当 840

地域手当 1,068

期末手当 1,605

勤勉手当 1,338

時間外勤務手当 650

管理職手当 552

通勤手当 179

住居手当 336

児童手当 540

賞与引当金繰入額 1,765 賞与引当金繰入額 1,765

共済組合負担金 3,238

公務災害補償基金負担金 35

旅 費 11 普通旅費 11

被 服 費 39 被服交換貸与分 39

備 消 品 費 25 消耗品 25

燃 料 費 50 車両用燃料 50

印 刷 製 本 費 22 図面印刷等 22

雨水ポンプ場設備更新工事委託料 720,000

雨水ポンプ場設計等業務委託料 29,000

修 繕 費 28 車両修繕 28

物件補償 3,000

手 当 等

法 定 福 利 費

補 償 費

3,273

委 託 料

7,108

3,000

749,000



節 予   定   額項 目 説 明款

雨水ポンプ場周辺整備工事 50,000

雨水ポンプ場設備機器取替工事 3,316

研 修 費 13 職員研修費 13

３ 浄 化 槽 整 備 費 10,693

給 料 4,174 職員(１人) 4,174

扶養手当 198

地域手当 438

期末手当 699

勤勉手当 583

時間外勤務手当 1,470

通勤手当 52

住居手当 336

賞与引当金繰入額 769 賞与引当金繰入額 769

共済組合負担金 1,568

公務災害補償基金負担金 10

退 職 給 付 費 246 退職給付費 246

旅 費 11 普通旅費 11

被 服 費 28 被服交換貸与分 28

備 消 品 費 5 消耗品 5

印 刷 製 本 費 5 図面印刷等 5

工 事 費 95 水路等補修工事 95

職 員 厚 生 費 6 職員福利厚生費 6

手 当 等

53,316

3,776

工 事 費

1,578法 定 福 利 費
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節 予   定   額項 目 説 明款

４ 建 設 負 担 金 34,440

流域下水道建設負担金 34,440

５ 固定資産購入費 6,908

浄化槽 6,908

２ 企 業 債 償 還 金 1,325,401

１ 企 業 債 償 還 金 1,325,401

企 業 債 償 還 金 1,325,401 企業債償還元金 1,325,401

３ 予 備 費 1,000

１ 予 備 費 1,000

予 備 費 1,000

固 定 資 産 購 入 費 6,908

負 担 金 34,440



注  記

Ⅰ  重要な会計方針

１  固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数 建物(付属設備含む) １５～５０年

構築物 ２８～５０年

機械及び装置  ６～２０年

車両及び運搬具

（２）無形固定資産

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数 施設利用権 ４５年

２  引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

  職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。

（２）賞与引当金

  職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当年度末における支給（支払）

見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

４年
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（３）貸倒引当金

  債権の貸倒損失に備えるため、貸倒懸念債権等については回収の可能性を検討し、回収不能見積額を計上している。

３  消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ  予定貸借対照表等関連

１  企業債の償還に係る他会計の負担

  予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）

のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、　７８９，３１６千円　である。

２  引当金の取崩し

（１）退職給付引当金の取崩し

イ．令和４年度　予定　（令和５年３月３１日）

　退職手当として　６，１２６千円を支給することとなったため、退職給付引当金　６，１２６千円を取り崩した。

（２）賞与引当金の取崩し

イ．令和４年度　予定　（令和５年３月３１日）

　期末・勤勉手当（法定福利費を含む。）として　１４，５４３千円を支給することとなったため、賞与引当金

１４，５４３千円を取り崩した。



ロ．令和５年度　予定　（令和６年３月３１日）

　期末・勤勉手当（法定福利費を含む。）として　１６，９６３千円を支給することとなったため、賞与引当金

１６，９６３千円を取り崩した。

（３）貸倒引当金の取崩し

イ．令和４年度　予定　（令和５年３月３１日）

　債権の不納欠損による損失に　３５９千円を補てんすることとなったため、貸倒引当金　３５９千円を取り崩した。

ロ．令和５年度　予定　（令和６年３月３１日）

　債権の不納欠損による損失に　２７６千円を補てんすることとなったため、貸倒引当金　２７６千円を取り崩した。

Ⅲ  セグメント情報の開示

１  報告セグメントの概要

  本市下水道事業会計は、公共下水道事業及び浄化槽事業を運営しており、各事業で運営方針を決定していることから、

それらを報告セグメントとしている。

  なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

セグメント区分

公共下水道事業

浄化槽事業

事業の内容

下水道計画区域内における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除

下水道計画区域外における、し尿・生活雑排水等の処理
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２  報告セグメントごとの予定営業収益等

Ⅳ  リース契約により使用する固定資産に関する注記

１  リース取引の処理方法

  本事業は中小規模の地方公営企業に該当し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理を行っている。

２  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

１年内 千円

１年超 千円

計 千円

４４６

６９４,３３６

２１５,２４０

７０２,１９０

２１５,６８６

１,２９３,４３９７,１１０１,２８６,３２９

２０４,４３７

△５,２３２

１８,４５５

１１５,７７３

減 価 償 却 費

他会計繰入金そ
の
他
の
項
目

２９,３４２,０６９

経 常 利 益

４,３１５

固定資産の増加額 １,３２０,３０４

３,２３７

１６,９５９

２９,４５７,８４２

７,５５２

１,３３７,２６３

２,２０９ １,５６２,０７０

１,０９０,５６８

△４０５,３２７

１,０７２,１１３

当　年　度（自　令和５年４月１日　至　令和６年３月３１日）

３４,６９０,２８４

公共下水道事業 浄化槽事業

営 業 費 用

６８,５３７

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

７,８５４

セ グ メ ン ト 負 債

セ グ メ ン ト 資 産 ３４,８９４,７２１

１４,８４９

△４１７,９６７営 業 利 益

１,９６５,１８８

７３,７６９

△１２,６４０

合計

営 業 収 益

１,９８０,０３７

(単位  千円)

１,５５９,８６１



.


